
長男：耐震改修の大ちゃん 次男：仮設住宅の勝ちゃん三男：老朽住宅除却のジョー

Ⓒ村岡マサヒロ

高知県における住宅耐震化の取組について

平成２８年５月２６日

高知県土木部住宅課



高知県の人口及び年齢３区分別人口の推移
ピーク時

883,000人（昭和31年）
現在 △138,000人

745,000人（平成25年）

65歳以上の

高齢者の割合は毎年増加

・人口減少が全国に１５年先行・高齢化が全国に１０年先行



高知県の自然増減と合計特殊出生率の推移

自然減

出生

死亡

平成２年から毎年減少



高知県の年齢階級別の社会増減の状況

若者がどんどん転出



人口が減少するなかで、今後の住宅需要は？

高知県の新築着工戸数
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建設業従事者の年齢分布
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高知県の建設業従事者の推移
10年間で47,000人→28,000人まで減少



過去の南海地震
◆南海地震はこれまでおよそ100年から150年ごとに発生しています

◆また、過去の記録から「東海地震・東南海地震」と同時または連動し
て発生しています









災害発生後の住宅環境の変化のイメージ

ここまでではダメ

被災

避難所
仮設住宅

恒久住宅

復旧
少なくともここまでは回復すべき

持ち家
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設計

その２
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マニュアル

その３
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マニュアル

5年目？以降最長5年？～6ヶ月

計画の妥当性の見直し

良好

劣悪

震災関連死の
可能性も

東日本大震災の人的被害
死者・行方不明 18,466人
負傷者 6,152人
震災関連死 3,332人



南海トラフ地震から
命を守り、

命をつなぐためには、
生活の基盤である

自宅を失わないことが
重要！



高知県の住宅の建築年別戸数（市・町）

（H25住宅・土地統計調査より）
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住宅耐震化促進事業の実績
（H17～H27）





住宅耐震の加速化に向けての
行政の取り組み

1. 住宅の耐震化の啓発
・チラシの作成・配布
・戸別訪問

2. 補助制度
・経済的負担の軽減

3. 事業者の育成・登録
・講習会の開催･･･



市町村によって額は異なります



高知県木造住宅耐震化促進事業登録工務店（工H○-○○）

○○工務店
○○ ○○
住所
TEL                    
E-mail

連携建築士事務所 ○○設計事務所
○級建築士・木造住宅耐震診断士

○○ ○○
住所
TEL
E-mail

事業者の皆様の名刺を考えてみました



南海トラフ地震による犠牲者を限りなくゼロに！
（昭和56年以前に建築された木造住宅の耐震対策補助）

①耐震診断 自己負担３，０００円
↓

②耐震設計 耐震改修設計にかかった費用の
2/3の額（上限２０．５万円）

↓
③耐震改修 耐震改修工事にかかった費用の一部

（上限６１．７万円＋３０．８万円）

住宅耐震相談センター TEL 088-825-1240

裏面が大事！







高知県住宅耐震化促進事業

●要件：以下すべてに該当すること
1．市町村の実施した耐震診断の評点

が1.0未満であるもの
2．耐震改修後の評点が1.0以上となる

計画であるもの
3．高知県に登録した設計事務所が受

託するもの

●診断方法：市町村から派
遣された耐震診断士が、現
地調査を行い診断します

●要件：以下すべてに該当すること
1．市町村の実施した耐震診断の評点が1.0

未満であるもの
2．耐震改修後の建物全体の評点が1.0以上

となる工事であるもの、又は1階部分の
評点が1.0以上となるもの

3．高知県に登録した工務店が実施するもの
4．住宅所有者が選任した耐震診断士が現

場確認等を行うもの

木造住宅の場合

高知県では、市町村と協力して住宅の耐震化の支援をしています

対象住宅：昭和５６年５月３１日以前に建築された木造住宅

まずは、耐震診断から
スタートじゃ！

※補助金の額は市町村によって異なります



登録件数（Ｈ２８年３月現在）

耐震診断士 ５３４名

登録設計事務所 ２４７件
（耐震診断士が所属）

登録工務店 ５８３件
（耐震診断士が所属または

建築士事務所と連携して登録）



県では、地域に応じたきめ細かな
取り組みを行うことが難しいが･･･
市町村では、創意工夫による
様々な取り組みが可能！



北川村

黒潮町

香南市

第2期南海トラフ地震対策行動計画の住宅耐震化目標に対する市町村別進捗状況（H28.3末暫定実績）



北川村の取り組み
・担当職員による戸別訪問

(件数より、内容が大事)

・補助金の上乗せと前払い
(補助限度額120万円、請求書で支払い)

・設計者と地元の大工との連携
(付き合いがあるから頼みやすい)



2014.10.21高知新聞



少子・高齢化と人口の減少



住宅耐震を行わない理由として

1. 経済的負担が大きいから、
耐震改修ができない

2. 跡取りがいないから、耐震
補強をしても無駄になると
いった声をよく聞きますが・・・

北川村は、人口が激しく減少する中で、
耐震化が進んでいる



香南市の取り組み
・NPO法人による戸別訪問

(防災士が地震対策の重要性を説明)

・耐震診断士、工務店との連携
(防災士が耐震診断士、工務店を紹介)

・低コストの耐震改修を提案
(100万円前後の補強工事、工期は1週間)



香南市（NPO法人）の取り組み

住宅所有者

NPO法人
（防災士）

耐震診断士

工務店

戸別訪問

耐震診断
改修設計

改修工事
（低コスト）

連携

連携
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耐震診断

耐震設計

耐震改修

H27.4
緊急アクション②：
設計の実質無料化 開始

平成25年度から平成27年度までの月別受付件数推移（累計）

戸別訪問による実態把握と普及啓発、様々な所有者負担軽減による効果 （黒潮町の例）
これまでの受付件数

H26.9～H27.2
緊急アクション①：戸別訪問 【1巡目】
地区ごとの新耐震基準住宅率に関する情報提供

H27.11
代理受領 開始

H25.3～H26.1
戸別津波避難に関する住民説明会
戸別津波避難カルテづくり
カルテ作成報告会(H26.1.31)

H27.6～
緊急アクション①：

戸別訪問 【2巡目】

H26.4
耐震診断無料化 開始

H16 H17 H18 H19 H20 H21

耐震診断 70 32 15 16 16 4

耐震設計 3 3

耐震改修 1 1 3 2

H22 H23 H24 H25 H26 H27 計

耐震診断 10 18 13 27 338 215 774

耐震設計 3 14 8 12 32 86 161

耐震改修 2 7 11 6 13 55 101

（耐震診断） （耐震設計・耐震改修）

H25.3～H26.1
戸別津波避難に関する住
民説明会
戸別津波避難カルテづくり

カルテ作成報告会
(H26.1.31)

H26.4
耐震診断無料化開始
H26.9～H27.2
戸別訪問1巡目等

H27H26H25 H28 ８

H27.4~
設計の実質
無料化開始



黒潮町の取り組み
・津波対策の地区カルテの作成

(津波被害想定に対してあきらめない)

・臨時職員による戸別訪問
(旧耐震の住宅が多い現状を伝える)

・設計費の上乗せ補助
(補助限度額30万円)



住宅所有者への
正しい情報の提供と、
信頼関係を築くことが

大切です！



戸別訪問の実施と地区カルテの作成

２

：訪問販売で商品を売り込むイメージ

・戸別訪問や地区カルテ作成等への

補助（H26～）
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旧耐震基準

新耐震基準

県全体
65％

■黒潮町沿岸部における 新耐震基準住宅率 ※黒潮町作成地区カルテから作成

●戸別訪問による耐震化の勧奨
●地区カルテ等の作成を通じた

地区毎の実態把握

地区に正確な情報を
提供することが肝心

第二ステップ
（地区単位の取組）

第三ステップ
（住宅単位の取組）

：顧客の好み等に合わせて商品をカスタマイズするイメージ

・市町村の政策判断による 上乗せ補助等の勧奨（H26～）

●住宅所有者の年齢、所得、家族構成等を踏まえたきめ細かな対応
（戸別訪問による住宅所有者の意向を整理した上で詳細を検討）

●政策課題に応じて住宅ごとにメリハリある支援
（地区カルテの作成を通じて判明した、避難路閉塞リスクの高い住宅に補助金増額 等）

ポイントは、一人ひとりに直接アプローチできる仕組み（環境）を整えること

第一ステップ
（県全域・市町村単位の取組）

：商品を店頭に並べCM等で広報するイメージ

・耐震化に対する補助制度の創設

（診断H15～、改修H17～、設計H19～）

・補助制度の啓発チラシ作成、

HP掲載等（H15～）

■本県における 新耐震基準住宅率 ※H25住宅・土地統計調査から作成
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高知新聞朝刊への広告



耐震改修を行った
所有者の声の中に、
「良心的な説明」や
「説明が良かった」

の言葉が・・・



低コスト工法

②壁を構造用合
板で補強

③天井と床の間
を、L型アルミ型
材と構造用合板
で補強

④天井と床の間を、
ガラス繊維不織布
入り石膏板で補強

⑤外壁の上に金
属の筋交いを入れ
て補強

①壁に筋交いを
入れて補強

天井・床を壊さず補強 外から補強

○低コスト工法とは、既存の天井や床を壊さずに補強できる工法や、家の外から補強できる工法のこと

○これらの工法を採用することにより、既存の天井や床の復旧工事が不要となったり、工事にあたって家の

中を片付けなくても良いことで工期を短縮できること等により、工事費を抑えることが可能

一般的な工法

一般的な工法でも、押し入れなど仕上げ
を気にしなくてよい部位を中心に補強する
などの合理的な設計によって、工事費を
抑えることが可能

② ③ ④ ⑤

①に対する割合 73％ 37％ 71％ 46％

（参考）筋交いを入れた一般的な工法①とのコスト比較

低コスト工法低コスト工法

木造住宅低コスト耐震補強の手引き（愛知建築地震災害軽減システム研究協議会）より作成



100万円

未満
24%

200万円

未満
43%

200万円

以上
33%

木造住宅の耐震改修工事費

全体の
約7割が
200万円
未満

（平成26年度実績）

平均工事費
187万円

→→ 補助金を活用すれば
自己負担は約100万円

全体の
約1/4が
100万円
未満

↓
↓

補助金を
活用すれば

自己負担は
10万円足らず



平成27年5月24日 高知新聞より

代理受領制度
耐震改修設計、耐震改修工事において、

住宅所有者でなく事業者が直接
補助金を受け取ることができる制度

導入済の市町村… 11
●安芸市 ●土佐町
●須崎市 ●いの町
●土佐清水市 ●日高村
●安田町 ●中土佐町
●佐川町 ●本山町
●黒潮町

類似制度のある市町村… 2
●香南市
●北川村

耐震３兄弟
©村岡マサヒロ

◆代理受領制度等を導入してい

る市町村（H28.3現在）



H26住宅耐震化促進事業アンケート結果
（耐震診断のみを行った方）
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H26住宅耐震化促進事業アンケート結果
（耐震改修まで行った方）



耐震改修を行った住宅所有者の感想

87%

12% 1%

■耐震設計を行った人の

約9割は やって良かった
と思っています。

高知県平成26年度住宅耐震化促進事業アンケートによる

：満足

：不満

：無回答

83%

14% 3%

■耐震改修を行った人の

約8割は やって良かった
と思っています。

：満足

：不満

：無回答

「トラックが通るときや強風のときに家が揺れなく
なって効果を実感している」 …などの声も多数



ご清聴ありがとうございました

市町村によって額は異なります


